
[事案 25-161] 契約無効請求  

・平成 26年 7月 30日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

 募集人の虚偽の説明によって、既契約を解約して新たに保険を契約したことを理由に、新規

契約の取消しおよび、既払込保険料の返還を求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

 平成 23年 11月に終身介護保険を契約したが、これは、募集人に他社既契約①～③の保険証

券を見せたところ、契約①については「70歳で保障が切れてしまう」、契約②・契約③につい

ては「老後に使うお金がないですね」、と説明され不安になり、既契約の乗換目的で新規加入

したものである。 

 しかしながら、募集人の説明は虚偽であり、保険業法 300条の禁止行為に該当するので、契

約を取消し既払込保険料を返還してほしい。 

＜保険会社の主張＞ 

 募集人は、申立人に対して、他社既契約の解約返戻金がない等の虚偽の説明はしておらず、

また、他社既契約の一部が保険料払込満了時に年金移行できるかどうかは本契約の募集時に説

明する事項ではないため、申立人の請求に応じることはできない。 

＜裁定の概要＞ 

 裁定審査会では、当事者から提出された申立書、答弁書等の書面および申立人、募集人の事

情聴取の内容にもとづき審理を行った。審理の結果、以下のとおり、申立内容は認められない

ので、指定（外国）生命保険業務紛争解決機関「業務規程」第 37条 1項にもとづき、裁定書

にその理由を明記し、裁定手続を終了した。 

1．申立人の主張の法的整理 

  申立人は、主張の根拠として保険業法 300条を援用するが、保険業法違反の行為が契約の

取消原因となるものではない。よって、申立人の主張は、募集人が、当時申立人が契約して

いた相手方保険会社以外の 2社の契約 3本について虚偽の説明（欺もう行為）をしたことを

理由に、詐欺による取消し（民法 96条 1項）を求めているものと判断する。 

2．当審査会の判断 

 (1)申立人は、契約①について「70 歳で保障が切れてしまう」との虚偽の説明を受けたと主

張するが、契約①は内容が不明であり、同説明が虚偽であると認めることはできない。 

 (2)契約②（特定疾病保障終身保険）・契約③（終身保険）について、申立人は「老後に使う

お金がないですね」との虚偽の説明を受けたと主張するが、募集人はそれを否定しており、

双方の主張は対立している。「老後に使うお金がない」という表現の意味、申立人がどう

理解したかについては事情聴取を行っても把握困難であるが、契約②・契約③に満期保険

金がないという意味であれば、そのとおりであるため虚偽の説明とは言えない。他方、契

約②・契約③には経過年数に応じた解約返戻金があり、解約して老後の生活資金に充当す

ることは可能であるから、もし募集人が、解約返戻金がないと説明したとすれば虚偽の説

明になるが、いずれの保険証券にも「解約返戻金額表」が掲載されており、一目瞭然であ

るため、募集人がこれに反する説明をしたとは考えられない。 

 (3)契約③について、保険料払込満了時に年金移行が可能なことを募集人が説明していないと



しても、そもそも保険証券を見ただけで分からないような事柄まで（しかも他社契約であ

る）、募集人に説明する義務があると言うことはできず、説明がないことで、欺もう行為

があったということも言えない。 

 (4)よって、募集人による欺もう行為は認められず、申立人の主張は認められない。 

 


